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定時株主総会
招 集 ご 通 知 東京都千代田区九段南１丁目6-5

九段会館テラス
２階 バンケットホール鳳凰

2023年６月29日
（木曜日）
午前10時
（受付開始：午前９時）

議決権行使は、2023年６月28日（水曜日）営業時間終
了時（午後５時30分）までにお願い申し上げます。

株主総会にご出席の株主様へのお土産を取り止めさ
せていただいております。何卒ご理解賜りますよう
お願い申し上げます。
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開催日時

開催場所

本年は、会場が前回と異なっております。
末尾の会場ご案内図をご参照いただき、お間違いの
ないようご注意下さい。



証券コード：1968
2023年６月14日

（電子提供措置の開始日 2023年６月７日）

株 主 各 位

1

東京都千代田区神田神保町二丁目４番地

太 平 電 業 株 式 会 社
代表取締役
社長執行役員 野 尻 穣

第83回定時株主総会招集ご通知
拝啓 株主の皆様には格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第83回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに
「第83回定時株主総会招集ご通知」および「第83回定時株主総会その他の電子提供措置事項（交付書
面省略事項）」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト
https://www.taihei-dengyo.co.jp/ir/general-meeting/

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所のウェブサイトにも掲載しており
ますので、こちらからご確認される場合は、以下の東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報
サービス）にアクセスして、銘柄名（会社名）または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦
覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご出席いただけない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2023年６月28日（水曜日）営
業時間終了時（午後５時30分）までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

インターネットによる議決権行使の場合
３頁から４頁に記載の「議決権の行使方法のご案内」をご確認のうえ、当社の指定する議決権行使

サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、画面の案内に従って、上記の行使
期限までに賛否をご入力ください。

郵送による議決権行使の場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限までに到着するよう

ご返送ください。議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされ
たものとして取り扱わせていただきます。

敬 具
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記

1. 日 時 2023年６月29日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
2. 場 所 東京都千代田区九段南１丁目６-５

九段会館テラス ２階 バンケットホール鳳凰
本年は、会場が前回と異なっております。
末尾の会場ご案内図をご参照いただき、お間違いのないようご注意下さい。

3. 会議の目的事項
報告事項 (1)第83期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
(2)第83期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 第１号議案 取締役８名選任の件
第２号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上

● 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
● 株主総会にご出席の株主様へのお土産を取り止めさせていただいております。何卒ご理解賜りますようお願い申し
上げます。

● 書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令および当社定款第15条（電子提供措置等）の規定に基
づき、下記の事項を記載しておりません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査役および会計
監査人が監査をした書類の一部であります。
・連結計算書類の連結注記表
・計算書類の個別注記表

● 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。



議決権の行使方法のご案内

議決権行使に関するご注意事項
■ 書面とインターネットにより議決権を重複して行使した場合の取扱い
	 インターネットにより行使された内容を有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
■ インターネットにより議決権を重複して行使した場合の取扱い
	 	インターネットによって、複数回数、議決権を行使した場合は、最後に行使された内容を有効な議決権行使として取り
扱わせていただきます。

■ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
	 	議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担となります。

インターネットで行使する場合
次頁の案内に従って、議案の賛否をご入力のうえ、
2023年６月28日（水曜日）午後５時30分まで
にご行使ください。

株主総会へ出席する場合

議決権行使書を会場受付へご提出ください。
また、本招集ご通知をご持参くださいますようお願
い申し上げます。

議決権行使書を郵送する場合

議決権行使書に議案の賛否をご表示のうえ、
2023年６月28日（水曜日）午後５時30分まで
に到着するようご返送ください。

詳しくは次頁をご覧ください。

開催日時 2023年６月29日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時）

3



三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

0120-173-027
議決権の行使システム等に関
するお問い合わせ （受付時間 午前９時～午後９時、通話料無料）

ログインID、パスワードを入力することなく、
議決権行使サイトにログインすることができます。

以降は、画面の
案内に従って
賛否をご入力
ください。

https://evote.tr.mufg.jp/議決権行使サイト

QRコードを読み取る方法 ログインID・パスワードを入力する方法

見本

見本

※	「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

スマートフォンで議決権行使書用紙の右下に
記載のQRコードを読み取ってください。

1 パソコン又はスマートフォンから、
上記の議決権行使サイトにアクセスしてください。

1

2

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・
仮パスワード」を入力しログインしてください。

「ログインID・
仮パスワード」
を入力

「ログイン」
をクリック

2

仮パスワードを新しいパスワードに変更してください。

「パスワード」
を入力

「送信」
をクリック

3

4



株主総会参考書類

5

議案及び参考事項

第１号議案 取締役８名選任の件

取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、改めて社外取締役３名を含む取締
役８名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 1 の じり じょう

野 尻 穣 再任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1984年３月 当社入社
2007年７月 当社補修部長
2008年４月 当社執行役員補修部長
2009年６月 当社上席執行役員工事本部副本部長兼補修部長
2012年４月 当社上席執行役員工事本部長
2012年６月 当社取締役上席執行役員工事本部長
2013年４月 当社代表取締役社長執行役員（現在）

取締役候補者とした理由
野尻穣氏は、上記略歴等のとおり、豊富な経験を有しており、当社グループの重要な経営課題
に対して、迅速・果敢に取り組み、成果を収める識見と指導力を備えており、当社取締役とし
て適任であると判断し、引き続き取締役候補者としております。

●生年月日
1959年１月29日生
●取締役会への出席状況
15回／15回
●所有する当社の株式の数
21,100株
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候補者
番 号 2 い とう ひろ あき

伊 藤 浩 明 再任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1987年３月 当社入社
2007年１月 当社新名古屋火力８号系列電装建設所長
2014年４月 当社補修部長
2014年６月 当社補修部長兼原子力部長
2015年10月 当社執行役員工事本部副本部長兼補修部長
2017年４月 当社執行役員東京支店長
2019年６月 当社取締役上席執行役員東日本統括兼工事本部副本部長
2020年６月 当社取締役上席執行役員営業本部長兼電力事業本部長
2022年 7 月 当社取締役常務執行役員営業本部長（現在）

取締役候補者とした理由
伊藤浩明氏は、上記略歴等のとおり、工事部門、営業部門および支店等において、当社グルー
プの事業活動に関し豊富な経験と高い識見を有しており、当社取締役として適任であると判断
し、引き続き取締役候補者としております。

●生年月日
1964年９月８日生
●取締役会への出席状況
15回／15回
●所有する当社の株式の数
7,900株

候補者
番 号 3 くさ か しん や

日 下 慎 也 再任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1986年３月 当社入社
2007年７月 当社名古屋支店営業部長
2010年４月 当社経理部長
2014年10月 当社執行役員経理部長
2017年４月 当社執行役員総務管理本部副本部長
2017年６月 当社取締役上席執行役員総務管理本部長
2018年４月 当社取締役上席執行役員総務管理本部長兼経理部長
2021年10月 当社取締役上席執行役員総務管理本部長（現在）

取締役候補者とした理由
日下慎也氏は、上記略歴等のとおり、主として財務部門において、当社グループの事業活動に
関し豊富な経験と高い識見を有しており、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取
締役候補者としております。

●生年月日
1963年５月15日生
●取締役会への出席状況
15回／15回
●所有する当社の株式の数
12,200株
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候補者
番 号 4 あり よし まさ き

有 吉 正 樹 再任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1984年３月 当社入社
2002年４月 当社太平洋セメント上磯事業所長
2010年３月 当社上磯廃熱発電建設所長
2014年４月 当社泊事業所長
2017年４月 当社北海道支店工事部長
2019年４月 当社執行役員東北支店長
2020年６月 当社取締役上席執行役員東日本統括兼工事本部副本部長
2021年７月 当社取締役上席執行役員工事本部副本部長
2022年７月 当社取締役上席執行役員工事本部長（現在）

取締役候補者とした理由
有吉正樹氏は、上記略歴等のとおり、工事部門および支店等において、当社グループの事業活
動に関し豊富な経験と高い識見を有しており、当社取締役として適任であると判断し、引き続
き取締役候補者としております。

●生年月日
1961年11月24日生
●取締役会への出席状況
14回／15回
●所有する当社の株式の数
8,900株

候補者
番 号 5 おか もと しん ご

岡 本 真 吾 再任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1987年３月 当社入社
2014年５月 当社設計部電装設計課長
2016年４月 当社東北支店次長
2017年４月 当社執行役員東北支店長
2019年４月 当社執行役員名古屋支店長
2022年７月 当社取締役上席執行役員技術本部長兼電力事業本部長（現在）

取締役候補者とした理由
岡本真吾氏は、上記略歴等のとおり、技術部門および支店等において、当社グループの事業活
動に関し豊富な経験と高い識見を有しており、当社取締役として適任であると判断し、引き続
き取締役候補者としております。

●生年月日
1963年８月27日生
●取締役会への出席状況
10回／10回
●所有する当社の株式の数
1,800株
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候補者
番 号 6 あさ い さとる

浅 井 知 再任 独立

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1980年４月 東京芝浦電気㈱（現㈱東芝）入社
2014年３月 博士（工学）学位授与
2014年９月 ㈱東芝退社
2015年４月 大阪大学大学院工学研究科マテリアル生産科学専攻教授
2020年４月 大阪大学接合科学研究所ダイヘン溶接・接合協働研究所特任教授（現在）
2020年６月 当社社外取締役（現在）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
浅井知氏は、㈱東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、また溶接工学分野の
研究者としての長年の経験と知見を当社の経営に独立した立場から反映していただくことを期
待し、社外取締役として選任をお願いするものであります。また、同氏は直接企業経営に関与
された経験はありませんが、上記の理由により社外取締役としての職務を適切に遂行いただけ
るものと判断し、引き続き社外取締役候補者としております。

●生年月日
1954年９月23日生
●取締役会への出席状況
15回／15回
●所有する当社の株式の数
０株

候補者
番 号 7 わ だ いち ろう

和 田 一 郎 再任 独立

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1985年４月 弁護士登録
長島・大野法律事務所（現長島・大野・常松法律事務所）入所

1990年７月 長島・大野法律事務所（現長島・大野・常松法律事務所）退所
2004年６月 日本弁護士連合会・労働法制委員会副委員長（現在）
2006年10月 日本司法支援センター・扶助審査委員（現在）
2010年７月 公益財団法人三島海雲記念財団理事（現在）
2016年６月 当社社外監査役
2019年２月 牛嶋・和田・藤津法律事務所（現牛嶋・和田・藤津・吉永法律事務所）開設
2020年６月 当社社外監査役退任
2021年６月 当社社外取締役（現在）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
和田一郎氏は、㈱東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、また弁護士の資格
を有しており企業法務に関する相当程度の知見を有しておられることから、専門的な知識・経
験等を当社の経営に独立した立場から反映していただくことを期待し、社外取締役として選任
をお願いするものであります。また、同氏は直接企業経営に関与された経験はありませんが、
上記の理由により社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、引き続き社
外取締役候補者としております。

●生年月日
1952年８月４日生
●取締役会への出席状況
15回／15回
●所有する当社の株式の数
０株
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候補者
番 号 ８ こ じま ふゆ き

小 島 冬 樹 再任 独立

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

2007年９月 弁護士登録
森・濱田松本法律事務所入所

2017年１月 森・濱田松本法律事務所パートナー弁護士
2019年４月 東京大学法学部非常勤講師
2020年12月 森・濱田松本法律事務所退所
2021年１月 ひふみ総合法律事務所入所

ひふみ総合法律事務所パートナー弁護士（現在）
2021年３月 東京大学法学部非常勤講師退任
2021年10月 新生キャピタルパートナーズ㈱社外監査役（現在）
2022年６月 当社社外取締役（現在）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
小島冬樹氏は、㈱東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、また弁護士の資格
を有しており企業法務に関する相当程度の知見を有しておられることから、専門的な知識・経
験等を当社の経営に独立した立場から反映していただくことを期待し、社外取締役として選任
をお願いするものであります。また、同氏は直接企業経営に関与された経験はありませんが、
上記の理由により社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、引き続き社
外取締役候補者としております。

●生年月日
1984年１月１日生
●取締役会への出席状況
10回／10回
●所有する当社の株式の数
０株

（注）1. 各取締役候補者と当社との間に、いずれも特別の利害関係はありません。
2. 岡本真吾、小島冬樹の両氏は2022年６月の就任以降に開催された取締役会の回数を記載しております。
3. 浅井知、和田一郎、小島冬樹の各氏は、社外取締役候補者であります。
4. 浅井知、和田一郎、小島冬樹の各氏は、㈱東京証券取引所の定める独立役員の要件を満たしているため、同取引所に対して独

立役員として届け出ております。
5. 浅井知氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって３年となります。和田一郎氏の社外取締役としての在任

期間は、本総会終結の時をもって２年となります。小島冬樹氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１
年となります。

6. 社外取締役候補者との責任限定契約について
当社は現行定款第29条において、「会社法第427条第1項の規定により、取締役（業務執行取締役等である者を除く）との間
に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限
度額は、法令の定める限度額とする」と定めております。当社は、浅井知、和田一郎、小島冬樹の各氏との間で社外取締役就
任時に、当該責任限定契約を締結しております。各氏の再任が承認された場合、当該責任限定契約を継続する予定であります。

7. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の3第1項の役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は
事業報告の20頁に記載のとおりです。候補者各氏が選任された場合は、当該保険契約の被保険者に含められることとなりま
す。また、次回更新時には同様の内容での更新を予定しております。
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第２号議案 補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、現社外監査役である山田攝子氏および樋口義行氏の
補欠の社外監査役候補者として、あらかじめ補欠の社外監査役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

いた くら え り こ

板 倉 江 利 子 (現姓：鈴木) 独立

略歴、地位及び重要な兼職の状況

1992年10月 中央新光監査法人（後のみすず監査法人、2007年７月に解散）入所
1996年４月 公認会計士登録
2006年９月 日本公認会計士協会自主規制本部研究員
2007年８月 新日本監査法人（現EY新日本有限責任監査法人）へ移籍
2009年８月 新日本有限責任監査法人（現EY新日本有限責任監査法人）退所
2009年９月 日本公認会計士協会自主規制本部グループ長
2012年７月 日本公認会計士協会自主規制本部グループ長退任
2018年９月 公認会計士板倉江利子事務所開設
2022年６月 日本公認会計士協会千葉会常任幹事（現在）
補欠の社外監査役候補者とした理由
板倉江利子氏は、㈱東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、また公認会計士
の資格を有しており財務および会計に関する相当程度の知見を有しておられることから、専門
的な知識・経験等を当社の監査に反映していただくため、補欠の社外監査役として選任をお願
いするものであります。また、同氏は直接企業経営に関与された経験はありませんが、上記の
理由により社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、補欠の社外監査役
候補者としております。

●生年月日
1967年２月９日生
●所有する当社の株式の数
０株

（注）1. 補欠監査役候補者と当社との間に、特別の利害関係はありません。
2. 板倉江利子氏が、社外監査役に就任した場合、㈱東京証券取引所に対して独立役員として届け出る予定であります。
3. 板倉江利子氏は、婚姻により鈴木姓となりましたが、旧姓の板倉で業務を執行しております。
4. 社外監査役候補者との責任限定契約について

当社は現行定款第38条において、「会社法第427条第１項の規定により、監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償
責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める限度額とする」
と定めております。これにより、当社は補欠の社外監査役候補者である板倉江利子氏との間で社外監査役就任時に、当該責任
限定契約を締結する予定であります。

5. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の3第1項の役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は
事業報告の20頁に記載のとおりです。板倉江利子氏が社外監査役に就任した場合、同氏は当該保険契約の被保険者に含められ
ることとなります。
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ご参考：取締役、監査役、補欠監査役スキルマトリックス
（本総会において各取締役候補者・補欠監査役候補者が選任された場合）
以下の一覧は取締役・監査役（補欠監査役含む）に特に期待される分野について記載しており、各人の
すべての専門性や経験を表すものではありません。

氏名 本定時株主総会後の
地位（予定）

期待される分野

企業経営
経営戦略 施工管理 研究開発 財務・会計 グローバル 法務

リスク管理 営業
ESG

サステナ
ビリティ

野尻 穣 取締役 ● ● ●
伊藤 浩明 取締役 ● ● ●
日下 慎也 取締役 ● ● ●
有吉 正樹 取締役 ● ● ●
岡本 真吾 取締役 ● ● ●
浅井 知 社外取締役 ● ●
和田 一郎 社外取締役 ● ●
小島 冬樹 社外取締役 ● ●
青木 豊 監査役 ● ● ●
山村 康憲 監査役 ● ● ●
山田 攝子 社外監査役 ●
樋口 義行 社外監査役 ●
板倉江利子 補欠監査役 ●

以 上



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

事業報告（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

12

1 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、一部に弱さがみられたものの、新型コロナウイルスによる行動制限等

が緩和され、個人消費やインバウンド需要を中心に景気は緩やかな持ち直しがみられました。しかしながら世界
経済は、ロシアによるウクライナへの軍事侵攻長期化に伴う原材料価格・エネルギー価格の高騰や欧米による金
融引き締め等により企業の設備投資や個人消費が抑制されるなど、未だ先行きは不透明なままであり、不安定な
状態が続いております。
当社グループの主力事業である電力業界におきましては、世界的な化石燃料の需給ひっ迫などから、原子力の

中長期的な活用および再生可能エネルギーの主力電源化とその大量導入に必要な調整電源の維持・開発、ゼロ・
エミッション火力発電の実現に向けた技術開発などの検討が進められました。
このような事業環境のもと、当社グループは「中期経営計画（2020年度～2022年度）」の最終年度を迎え、

「持続的発展のための企業基盤向上」と「事業環境変化に対応できる収益基盤の確保」、「売上1,000億円をベース
として1,500億円に向けて筋力増強」の基本方針のもと、効率的な工事体制の確立、責任施工による請負の徹底、
資機材の全社的有効活用を目的とした機材管理システムの確立、これまでに培ってきた技術力を活かしたO&M
やEPC事業(注)による受注機会の創出、原子力発電設備工事における未参入エリアの工事受注、さらには企業価値
向上を目指しESGへ取り組んだ結果、安定的な収益基盤を確保することにより、ウクライナ危機・コロナ禍など
の厳しい外部環境においても３年連続で1,200億円の売上高を計上することができました。また、ESGの一環と
して当社の西風新都バイオマス発電所（所在地：広島市）では、CO2回収・利活用プロジェクトを立ち上げ、カ
ーボンネガティブに取り組んでいます。当プロジェクトでは、バイオマスボイラから排出されたガスの中から二
酸化炭素を小型CO2回収装置により分離・回収し、クリーンな二酸化炭素を発電所構内の農業ハウスに送ること
で、野菜や果物の生育促進と風味向上に役立てています。また、新たなパートナーと共に、早成樹植林・伐採・
運搬工法の開発により、バイオマス燃料の安定確保と林業の活性化を図るグリーンプロジェクトに着手しまし
た。
その結果、業績につきましては、受注高1,376億１百万円(前年同期比13.９％増)、売上高1,257億７千４百万

円(前年同期比０.９％減)、うち海外工事は127億９千９百万円(前年同期比108.０％増)となりました。利益面に
つきましては、営業利益143億４千５百万円(前年同期比37.２％増)、経常利益150億９千２百万円(前年同期比
15.０％増)、親会社株主に帰属する当期純利益106億１千９百万円(前年同期比26.３％増)となりました。
当連結会計年度の期末配当金につきましては、2023年５月11日開催の取締役会において、長期安定的な利益

還元を基本とする剰余金の配当方針に則り、前連結会計年度と比較し１株当たり20円増配し、120円と決定いた
しました。

(注)Ｏ＆Ｍ：Operation（運転）、Maintenance（定期検査工事、日常保守）
(注)ＥＰＣ：Engineering（設計）、Procurement（調達）、Construction（建設）
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セグメント別の業績は次のとおりとなります。

建設工事部門
受注高は、前年同期に比べ原子力発電設備工事および環境保全設備工事が増加したことにより、部門全体と

して増加し、582億円(前年同期比32.６％増、構成比42.３％)となりました。
売上高は、前年同期に比べ事業用火力発電設備工事および製鉄関連設備工事が減少したことにより、部門全

体として減少し、442億７百万円(前年同期比17.１％減、構成比35.１％)となったものの、セグメント利益は生
産性向上による利益率改善および海外工事の増加により、47億６千６百万円(前年同期比149.５％増)となりま
した。

補修工事部門
受注高は、前年同期に比べ製鉄関連設備工事が増加したことにより、部門全体として増加し、794億円(前年

同期比３.２％増、構成比57.７％)となりました。
売上高は、前年同期に比べ自家用火力発電設備工事が減少したものの、事業用火力発電設備工事および製鉄

関連設備工事が増加したことにより、部門全体として増加し、815億６千６百万円(前年同期比10.８％増、構
成比64.９％)となり、セグメント利益は137億４千４百万円(前年同期比16.７％増)となりました。

部門別の受注高、売上高及び繰越高 （単位：百万円）

区 分 前 連 結 会 計 年 度
繰 越 高

当 連 結 会 計 年 度
受 注 高

当 連 結 会 計 年 度
売 上 高

翌 連 結 会 計 年 度
繰 越 高

建 設 工 事 41,326 58,200 44,207 55,319
補 修 工 事 37,900 79,400 81,566 35,734
合 計 79,226 137,601 125,774 91,053
国 内 71,083 129,205 112,974 87,314
海 外 8,142 8,395 12,799 3,739

（注）1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 建設工事部門は、火力、原子力発電設備や製鉄関係、環境保全、化学プラント等の設備据え付けや改造工事等と、これらの設

備に付帯する電気計装工事、保温、塗装工事等の施工、および各種プラント設備の解体、廃止措置等の事業を行っております。
3. 補修工事部門は、同上の各種プラント設備の定期点検、日常保守、修繕維持等の事業および発電所の運転業務等を行っており

ます。
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(2) 設備投資の状況
当連結会計年度は総額９億９千７百万円の設備投資を実施いたしました。その主なものは、不動産（東京都千

代田区）の取得であります。

(3) 資金調達の状況
当連結会計年度においては、16億８千万円の借入金を返済しております。
また、設備投資資金の調達のため、長期借入金として21億２千５百万円の借入を実行しております。
なお、貸出コミットメントライン契約およびコミット型タームローン契約に基づく借入枠は139億円であり、

当連結会計年度末における借入未実行残高は136億７千５百万円であります。

(4) 対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルス感染症に対する各種政策の効果により、国内景気の持ち直

しの動きが期待されるものの、欧米における金融引き締め等が続くなか、海外景気の減速がわが国の景気を下押
しするリスクがあり、物価上昇や金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があります。
一方、当社グループの主力事業である電力業界は、2050年までにカーボンニュートラルを実現するため、脱

炭素社会に向けたグリーントランスフォーメーション（GX）の制度構築・運用の整備が本格化し、サステナブ
ルな電力システムの構築の必要性が重視され、それらを実現するための計画が進められていくと思われます。
次期連結会計年度においては、当社グループは、事業を取り巻く経営環境の変化に対応し、企業の持続的成長

の実現を図るべく、「社会構造の変化に即応できる守りの経営」「社会の発展に寄与する攻めの経営」「新しい企
業価値をもたらす共創経営」を骨子とする「中期経営計画（2023年度～2025年度）」をスタートしました。コ
ロナ禍や世界的なエネルギー危機など、刻々と変化する状況のなかで、原子力がベースロード電源とされること
に伴う原子力発電所の再稼働に必要な安全対策工事、バイオマス発電所の建設工事、清掃工場などの環境設備更
新工事の受注促進に加え、新規顧客へのアプローチにも積極的に取り組んでいくほか、グリーンプロジェクト実
現に向けた提案型EPCの受注を目指し、社会貢献から企業の成長を見い出せる総合プラント建設会社としての地
位を確立してまいります。また、建設業界においては、2024年４月から時間外労働の上限規制が適用されるこ
とから、業務の効率化による労働時間の削減を推し進め、労働力の最適化を図ることで法改正に対応し、より一
層の企業価値向上を図ってまいります。
株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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(5) 財産及び損益の状況の推移 （単位：百万円）

区 分 第80期
(2019年度)

第81期
（2020年度）

第82期
（2021年度）

第83期
（当連結会計年度）

受 注 高 125,393 124,747 120,844 137,601
売 上 高 119,459 127,779 126,908 125,774
経 常 利 益 9,580 8,329 13,125 15,092
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 6,190 5,613 8,406 10,619

１株当たり当期純利益(円) 326.75 295.54 442.50 558.41
総 資 産 127,571 128,757 131,738 147,039
純 資 産 67,623 73,113 80,423 89,533

（注）1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式控除後）に基づいて算出しております。
3. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第82期の期首から適用しております。

(6) 重要な子会社等の状況
会 社 名 資本金

(百万円)
当社の出資
比率(％) 主 な 事 業 内 容

株 式 会 社 日 本 機 械 製 作 所 50 100 建設業（発電設備等の機器の据付施工）
豊 楽 興 産 株 式 会 社 10 100 発電設備に付帯するバルブ･継手等の製造販売
TAIHEI ALLTECH CONSTRUCTION（PHIL.）,INC. 14百万ペソ 100 発電設備等の施工および鋼構造物の製作（フィリピン）

PT. Taihei Dengyo Indonesia 50,000百万ルピア 85 発電設備等の施工（インドネシア）

株 式 会 社 古 田 工 業 所 20 62.5 建設業（発電設備等の溶接施工）
富 士 ア イ テ ッ ク 株 式 会 社 80 45 建設業（発電設備等の保温・保冷および塗装施工）
☆ 東 京 動 力 株 式 会 社 80 31.3 建設業（発電設備等の機器の据付施工）

（注）☆印は持分法適用会社であります。

(7) 主要な事業内容
当社グループは建設業法により国土交通大臣の許可を受け、火力・原子力発電設備、製鉄関連設備、環境保全

設備、化学プラント設備等における据付工事・改造工事・解体工事・定期点検・日常保守・修繕維持およびこれ
らに関連する事業を展開しております。
また、発電所の運転業務およびこれに関連する事業を展開しております。
当社建設業許可番号 ①（特－２）第3967号 許可年月日 2020年４月25日

②（般－２）第3967号 許可年月日 2020年４月25日
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(8) 主要な事業所
❶当 社

本 社 東京都千代田区神田神保町二丁目４番地
支 店 北海道支店（北海道札幌市）

東 北 支 店（宮城県仙台市）
東 京 支 店（東京都千代田区）
名古屋支店（愛知県名古屋市）
北 陸 支 店（富山県富山市）
若 狭 支 店（福井県敦賀市）
大 阪 支 店（大阪府大阪市）
中 国 支 店（広島県広島市）
九 州 支 店（福岡県北九州市）

❷子 会 社
(国 内) 株 式 会 社 日 本 機 械 製 作 所 本社（愛知県名古屋市）

豊 楽 興 産 株 式 会 社 本社（埼玉県久喜市）
株 式 会 社 古 田 工 業 所 本社（埼玉県久喜市）
富 士 ア イ テ ッ ク 株 式 会 社 本社（東京都千代田区）

(海 外) TAIHEI ALLTECH CONSTRUCTION（PHIL.）,INC. 本社（フィリピン）
PT. Taihei Dengyo Indonesia 本社（インドネシア）

❸関連会社
東 京 動 力 株 式 会 社 本社（神奈川県横浜市）

(9) 従業員の状況
区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 令 平均勤続年数

男 性 1,688名 69名減 42.４歳 15.５年

女 性 211名 ２名減 38.１歳 ８.９年

計 1,899名 71名減 41.９歳 14.７年
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(10) 主要な借入先 （単位：百万円）

借 入 先 借 入 金 残 高
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 5,551
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,263
株 式 会 社 千 葉 銀 行 706
株 式 会 社 常 陽 銀 行 703

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項
当社の香港支店におきまして、2022年１月上旬から中旬にかけて、悪意ある第三者による虚偽の指示に基づ

き資金を流出させる事態が発生いたしました。
なお、流出した資金の保全および回収手続きを継続して実施しております。

2 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 69,479,500株

(2) 発行済株式の総数 20,341,980株

(3) 株 主 数 3,507名

(4) 大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数
(千株)

持 株 比 率
(％)

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （信 託 口） 1,740 9.11
株 式 会 社 Ｕ Ｈ Ｐ ａ ｒ ｔ ｎ ｅ ｒ ｓ ２ 1,445 7.57
光 通 信 株 式 会 社 1,427 7.47
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 982 5.14
太 平 電 業 社 員 持 株 会 841 4.41
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 722 3.78
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 696 3.64
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 552 2.89
株 式 会 社 東 京 エ ネ シ ス 537 2.81
西 華 産 業 株 式 会 社 503 2.64

（注）持株比率は、「取締役向け業績連動型株式報酬制度」の導入において設定した、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報
酬BIP信託口）所有の当社株式69,108株を除く自己株式（1,243,550株）を控除して計算しております。なお、自己株式は上記
大株主から除いております。
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(5) 当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の状況
区 分 株 式 数 交付された者の人数

取締役（社外取締役を除く） 27,968株 ２名

（注）取締役２名への交付は、役員報酬BIP信託に係る退任時の交付であり、27,968株のうち8,268株は換価処分し換価処分金の相当額
を給付しております。

(6) その他株式に関する重要な事項
❶ 当社は、2017年６月29日開催の第77回定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く）の報酬と当社

の業績および株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を
高めることを目的として、「取締役向け業績連動型株式報酬制度」の導入を決議いたしました。
なお、当連結会計年度末において、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬BIP信託口）が所有す
る当社株式数は69,108株であります。

❷ 当事業年度におきまして、政策保有株式を４銘柄売却しております。
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3 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長執行役員 野 尻 穣
取締役常務執行役員 伊 藤 浩 明 営業本部長
取締役上席執行役員 日 下 慎 也 総務管理本部長
取締役上席執行役員 有 吉 正 樹 工事本部長
取締役上席執行役員 岡 本 真 吾 技術本部長兼電力事業本部長
社 外 取 締 役 浅 井 知 大阪大学特任教授

社 外 取 締 役 和 田 一 郎
弁護士 日本弁護士連合会・労働法制委員会副委員長
日本司法支援センター・扶助審査委員
公益財団法人三島海雲記念財団理事

社 外 取 締 役 小 島 冬 樹 弁護士 新生キャピタルパートナーズ株式会社 社外監査役
常 勤 監 査 役 青 木 豊
常 勤 監 査 役 山 村 康 憲
社 外 監 査 役 山 田 攝 子 弁護士

社 外 監 査 役 樋 口 義 行
公認会計士 EPSホールディングス株式会社 社外監査役
株式会社日本マイクロニクス 社外取締役

（注）1. 取締役浅井知、和田一郎、小島冬樹の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。当社は、取締役浅井知、
和田一郎、小島冬樹の各氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定しております。

2. 社外取締役の兼職先と当社との間には特別な関係はありません。
3. 監査役山田攝子、樋口義行の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。当社は、監査役山田攝子、樋口義

行の両氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定しております。
4. 社外監査役の兼職先と当社との間には特別な関係はありません。
5. 監査役山田攝子氏は、2023年３月29日付で中野冷機株式会社の社外監査役を退任しております。
6. 監査役山田攝子氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有するものであります。
7. 監査役樋口義行氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
8. その他の執行役員は次のとおりであります。

地 位 氏 名

執 行 役 員
山内 勝則、近嵐 弘樹、小畑 忠司、油治 誠、内山 勝見、三上 功二、
事口 悟、龍野 淳一、米田 正吾、松本 浩、田口 良一、吉澤 幹生、
木村 治
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(2) 事業年度中の取締役及び監査役の異動
❶ 新任取締役及び新任監査役

取締役岡本真吾、小島冬樹の両氏および監査役樋口義行氏は2022年６月29日開催の第82回定時株主総会に
おいて、新たに選任され就任いたしました。

❷ 退任取締役及び退任監査役
取締役竹下康司、鶴長徹、加藤祐司の各氏および監査役大村廣氏は任期満了により、2022年６月29日に退
任いたしました。

(3) 責任限定契約の内容の概要
当社は、各社外取締役および各社外監査役との間に会社法第427条第１項の規定に基づき、任務を怠ったこと

による損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償の限度額は法令の定める限度額としております。

(4) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者

が負担することになる法律上の損害賠償金、訴訟費用等を当該保険契約により填補することとしております。た
だし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、被保険者が故意または重過失、法令等の
違反行為であることを認識しながら行った行為に起因する損害賠償はされません。当該保険契約の被保険者は、
当社の取締役および監査役であり、その保険料は会社負担としており、被保険者の保険料負担はありません。
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(5) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
役員報酬等の内容の決定に関する方針等

取締役の個人別の役員報酬は、「謙虚で 誠実に そして果敢に」建設会社として社会のインフラを支え産業
社会の繁栄に寄与することを理念としながら企業価値の継続的な向上を実現するため、取締役としての成果を評
価し、経営努力を促すものでなければならないこととしております。
❶ 取締役の個人別の報酬等の構成及びその割合の決定に関する方針

取締役の報酬は、基本報酬、業績連動報酬により構成され、業績連動報酬は当事業年度の業績に応じて変動
する賞与と中長期業績連動型株式報酬（非金銭報酬。以下、「株式報酬」といいます。）であります。
基本報酬：賞与：株式報酬の割合は概ね６:３:１を目安とすることとしております。

❷ 基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
基本報酬は、標準報酬と手当により構成される月例の固定報酬とし、同業種他社の水準を目安として役位に
応じた報酬テーブルに基づき支給されることとしております。
社外取締役の報酬は、独立性の観点から基本報酬のみとすることとしております。

❸ 賞与の内容及び額の算定方法の決定に関する方針
短期インセンティブとしての賞与は、役位に応じて基準額を定め、当事業年度の会社業績評価および個人の
成果等に対する個人評価に応じてその額を決定し、金銭報酬として毎事業年度の所定の時期に支給されるこ
ととしております。
役位毎の評価項目およびウエイトに関して、代表取締役は会社業績評価を100％、代表取締役以外は会社業
績評価90％と個人評価10％としております。
会社業績評価および個人評価の評価指標ならびに支給額の変動幅は以下のとおりとすることとしております。
ただし、「連結営業利益」がマイナスになる等の場合において、基準額の０％となることは否定されないこと
としております。
会社業績評価は、「連結営業利益」と「親会社株主に帰属する当期純利益」を評価指標としており、変動幅は
毎事業年度の最初に公表する当社の決算短信において開示される予想値を目標として、目標達成度に基づき、
基準額の50％～150％の範囲内で変動し、所定の計算方法により機械的に決定しております。
個人評価は、代表取締役が取締役個人としての諸業務の対応内容等を基準額の50％～150％の範囲内で定性
的に評価し、決定しております。
会社業績の評価指標として「連結営業利益」および「親会社株主に帰属する当期純利益」を選定した理由は、
取締役の働きを最も端的に評価できる「連結営業利益」と株主との一体性の観点から「親会社株主に帰属す
る当期純利益」が最も適切な判断指標と判断したためであり、より高い利益目標を達成することで、継続的
成長と企業価値向上を目指しております。
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❹ 株式報酬の内容及び額の算定方法の決定に関する方針
企業価値の継続的な向上を図る中長期インセンティブとしての株式報酬は、「連結営業利益率」の目標に対す
る達成度に基づき、毎年、役位に応じて付与されるポイントを累計し、このポイント数に応じて当社株式が
取締役退任時に交付されることとしております。
評価指標は「連結営業利益率」としており、毎事業年度の交付ポイントは、毎事業年度の最初に公表する当
社の決算短信において開示される「連結売上高」と「連結営業利益」の予想値より算出される「連結営業利
益率」を目標として、目標達成度に基づき、基準ポイントの０％～120％の範囲で変動し、機械的に決定し
ております。
「連結営業利益率」を評価指標として選定した理由は、取締役が果たすべき業績責任を測る上で、「連結営業
利益率」は最も適切な判断指標の一つと判断したためであり、より高い「連結営業利益率」を達成すること
で、継続的成長と企業価値向上を目指しております。

❺ 役員報酬についての株主総会決議等
基本報酬と賞与については、2018年６月28日開催の第78回定時株主総会決議により、取締役の金銭報酬の
限度額は年額４億円以内（うち社外取締役４千万円以内、使用人兼務取締役の使用人分給与除く）と定めて
おります。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は10名（うち社外取締役３名）であります。
株式報酬については、2017年６月29日開催の第77回定時株主総会において、社外取締役を除く取締役に対
する業績連動型株式報酬額を、３事業年度を対象として合計２億円以内と定めております。当該定時株主総
会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は７名であります。その後、2020年８月および2023年５
月の各取締役会において、対象事業年度をそれぞれ３年ずつ延長しております。
監査役の報酬限度額は、2018年６月28日開催の第78回定時株主総会において年額5千万円以内と決議いた
だいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名であります。

❻ 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針
取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針ならびに報酬の種類およびその割合、基本報酬に関する報酬
テーブル、業績連動報酬（賞与および株式報酬）に関する各業績指標、株式報酬に係るポイントの算定方法
については、指名・報酬諮問委員会の審議を経て取締役会の決議によって決定しております。
個人別の報酬等の具体的な内容の決定については、当社全体の業績を勘案しつつ、各取締役の担当部門の評
価を行うには最適との理由から、取締役会が株主総会の決議により定めた報酬の限度額の範囲内で代表取締
役社長執行役員野尻穣へ委任し、稟議決裁をしております。実際に代表取締役がその裁量によって決定でき
るのは、賞与のうちの個人評価の部分に限られます。
なお取締役会は、当事業年度に係る個人別の取締役の報酬等の内容を全取締役および監査役が閲覧できるこ
とから、その内容が取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に沿うものであると判断しております。
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❼ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

区 分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 賞与

（業績連動報酬等）
中長期業績連動型

株式報酬
（非金銭報酬等）

取 締 役 310 163 96 49 11
（うち社外取締役） （19） （19） （ー） （ー） （４）
監 査 役 42 42 ー ー ５

（うち社外監査役） （12） （12） （ー） （ー） （３）
（注）1. 当事業年度末日における在籍人員は、取締役８名、監査役４名でありますが、上記支給額には2022年６月29日付をもって退

任した取締役３名および監査役１名を含んでおります。
2. 業績連動報酬（金銭報酬）として賞与を導入しております。

＜賞与の算定方法＞
賞与の支給額＝会社業績評価の支給額＋個人評価の支給額
ただし、代表取締役は会社業績評価を100％、代表取締役以外は会社業績評価90％と個人評価10％とします。
会社業績評価の支給額＝各役員に応じた基準額×係数
個人評価の支給額＝各役員に応じた基準額×係数
（係数）
会社業績評価の算定に用いる係数は、連結営業利益と親会社株主に帰属する当期純利益を評価指標としており、毎事業年度の
最初に公表する当社の決算短信において開示される予想値を目標として、目標達成度に基づき決定します。
個人評価の算定に用いる係数は、代表取締役が取締役個人としての諸業務の対応内容等に基づき決定します。
なお、当事業年度における連結営業利益の達成率は190.７％であり、親会社株主に帰属する当期純利益の達成率は199.４％と
なります。

3. 業績連動報酬（非金銭報酬）として中長期業績連動型株式報酬を導入しております。
＜中長期業績連動型株式報酬の算定方法＞
下記の方法に基づき算定の上、１事業年度あたりに取締役に付与するポイント数（株式数）を確定します。原則として、累計
したポイント数に相当する株式数が取締役の退任時に交付されます。
＜ポイント計算＞
毎年３月31日で終了する事業年度（以下「評価対象事業年度」という）のポイント計算を、同日時点で制度対象者として存在
する者を対象者として行い、同年６月１日に当該ポイントを当該制度対象者に付与するものとします。なお、制度対象者が毎
年４月１日から同年５月31日までの間に、海外赴任する場合にあっては海外赴任が決定する日に、直前の評価対象事業年度に
係るポイントを当該制度対象者に付与するものとします。付与ポイントの算定にあたっては、次の算定式に従うものとします。
付与ポイント＝役位別基本ポイント×業績連動係数
なお、取締役に付与される年間付与ポイントの総数の上限は2017年６月29日開催の第77回定時株主総会において81,000ポイ
ントとして決議いただいており、基本ポイントの適用にあたっては、評価対象事業年度３月31日時点の取締役の役位に基づく
ものとします。
（業績連動係数）
付与ポイントの算定に用いる業績連動係数は、毎事業年度の最初に公表する当社の決算短信において開示される連結売上高と
連結営業利益の予想値より算出される連結営業利益率を目標として、目標達成度に基づき決定します。
連結営業利益率の目標達成率（％)＝（連結営業利益率の実績値÷連結営業利益率の目標値）×100（小数点第１位を四捨五入）
なお、当事業年度における連結営業利益率の目標値は５.８％であり、実績値は11.５％であるため、連結営業利益率の目標達成
率は197.１％となります。
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(6) 社外役員に関する事項
社外取締役及び社外監査役の状況

区 分 氏 名 主な活動状況及び期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 浅 井 知

当事業年度開催の取締役会15回全てに出席し、当社の経営か
ら独立した客観的視点で、主に工学博士としての専門的な知
識および他社等での経験を活かした発言を適時適切に行い、
経営の監督機能を担っております。
なお、同氏は取締役の選解任・報酬につき取締役会に答申を
行う指名・報酬諮問委員会の委員を務めております。当事業
年度において、指名・報酬諮問委員会は２回開催され、全て
出席しております。

取 締 役 和 田 一 郎

当事業年度開催の取締役会15回全てに出席し、当社の経営か
ら独立した客観的視点で、主に弁護士としての専門的な知
識・経験等を活かした発言を適時適切に行い、経営の監督機
能を担っております。
なお、同氏は取締役の選解任・報酬につき取締役会に答申を
行う指名・報酬諮問委員会の委員長を務めております。当事
業年度において、指名・報酬諮問委員会は２回開催され、全
て出席しております。

取 締 役 小 島 冬 樹

昨年就任以来当事業年度中に開催された取締役会10回全てに
出席し、当社の経営から独立した客観的視点で、主に弁護士
としての専門的な知識・経験等を活かした発言を適時適切に
行い、経営の監督機能を担っております。
なお、同氏は取締役の選解任・報酬につき取締役会に答申を
行う指名・報酬諮問委員会の委員を務めております。昨年就
任以来当事業年度中に開催された指名・報酬諮問委員会１回
に出席しております。

監 査 役 山 田 攝 子
当事業年度開催の取締役会15回全てに、また、監査役会15
回全てに出席し、主に弁護士としての専門的見地から、適宜
発言を行っております。

監 査 役 樋 口 義 行
昨年就任以来当事業年度中に開催された取締役会10回全て
に、また、監査役会10回全てに出席し、主に公認会計士とし
ての専門的見地から、適宜発言を行っております。
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4 会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称
太陽有限責任監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額
❶ 当事業年度に係る報酬等の額 43百万円
❷ 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 43百万円
（注）1. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監査計画における監査

項目別、階層別監査時間の実績および報酬額の推移ならびに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画およ
び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第1項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分して
おらず、実質的にも区分できないため、①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会計監査人の

解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたしま
す。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監

査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初
に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

(4) 責任限定契約の概要
該当事項はありません。
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5 業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
当社は、取締役会において業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針を次のとおり定めており

ます。

【基本方針】

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
❶「企業行動憲章」、「倫理行動規準」に基づき、取締役、監査役および使用人はこれを日常の指針とし遵守す

る。
❷ 法令遵守、経営の健全性維持の観点から顧問弁護士と適宜情報交換を行い、法律問題全般に対して助言・指

導を受ける。
❸ 社長室経営企画課が、業務活動全般について、会社方針・事業計画に基づき、業務が適正に執行されている

か内部監査を実施し、業務改善に向け助言・勧告をする。
❹ 内部通報制度として、「ヘルプライン運営規程」に基づき、法令・定款上疑義のある行為またはそのおそれの

ある行為が行われていることを知ったときは、相談できる体制を敷く。
❺ 反社会的勢力および団体との関係を遮断し、「企業行動憲章」、「倫理行動規準」を遵守し、高い倫理観と社会

的良識をもって行動するとともに反社会的勢力および団体の活動を助長するような行為を行わない。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
❶ 文書については、「文書管理規程」および「稟議規程」に従い、適切に保存・管理し、これらを取締役、監査

役が常時閲覧可能な状態にする。
❷ 情報については、「情報管理規程」に基づき、適正に利用・活用するとともに、セキュリティ体制を確立す

る。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
❶ リスクマネジメントシステムの構築・維持のため、「経営リスクマネジメント規程」が、有効に機能し活用さ

れるよう継続的改善を図る。
❷ 経営リスクの発生に備え、「リスク管理規程」、「危機管理パンフレット」等に基づき、経営リスクに対する予

防に加え、発生時の迅速な対応および体制を敷く。
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❸ 当社およびグループ会社の経営に大きな影響を及ぼす恐れのある各種リスクについては、定期的に開催する
各種委員会にてリスク発生の可能性を把握し、対策の検討等の管理ができる体制を敷く。各種リスクが発生
した場合、経営リスクの低減・予防および発生時の迅速な対応を目的として、代表取締役社長を対策本部長
とし、業務執行取締役および関係部署で組成される対策本部を設置する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
❶ 毎月、定時取締役会を開催し、経営に関する重要事項について審議・決定を行う。
❷ 業務執行の効率的実施を補完強化する体制として、執行役員会、経営会議および予算会議を定期的に開催し、

都度、会社の重要課題について、意見・情報交換を行う。
❸ 執行役員制度によって、経営の意思決定と業務執行を分離し、迅速かつ的確な意思決定と業務執行体制の強

化を図る。
❹「組織規程」、「執行役員規程」に従って、職務権限・業務分掌を明確化し、職務執行の効率性を高める。

(5) 当社及びグループ会社（子会社・関連会社）から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制

❶「企業行動憲章」、「倫理行動規準」を当社およびグループ会社における共通の行動指針とするほか、「グルー
プ会社管理規程」に基づき、業務の適法性、企業倫理性および財務報告の信頼性を確保する。

❷ 定期的な業務報告を行うことで、当社とグループ会社との情報交換・共有を深め、連携体制の強化を図る。
❸「グループ会社管理規程」に基づいて、グループ会社の営業成績、財務状況等については定期的に、その他の

重要な情報についてはその都度、グループ会社の取締役から、当社取締役への報告を義務づける。
❹ 当社は、年に一回、当社およびグループ会社の取締役が出席するグループ会社連絡会を開催し、グループ会

社に対し当該連絡会における報告を義務づける。
❺ 当社は、当社グループ全体のリスク管理について定める「リスク管理規程」を定め、グループ全体のリスク

を網羅的・統括的に管理する。
❻ 当社は、不測の事態や危機の発生時に当社グループの事業の継続を図るため、「事業継続計画（BCP）」を策

定し、当社およびグループ会社の取締役、監査役および使用人に周知する。
❼ 当社は、「企業行動憲章」、「倫理行動規準」を当社およびグループ会社の取締役、監査役および使用人に周知

徹底する。
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❽ 当社は、「内部監査規程」、「グループ会社管理規程」および「監査役監査基準」に基づき、グループ会社に対
する年一回の内部監査を実施する。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項及び同使用人の取締役からの独立性に関する事項

❶ 当社の規模等を勘案し、原則、管理部門の使用人が監査役職務を補助する監査役スタッフを兼務する。ただ
し、監査役会から専任のスタッフを求められた場合は、監査役会の意向を尊重し検討する。

❷ 監査役スタッフが監査役の補助職務を担う場合は、取締役等からの独立性を確保するとともに、監査役の指
揮命令に従わなければならない。監査役スタッフの任命、人事異動等の決定については監査役会の同意を得
るものとする。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
❶ 当社およびグループ会社の取締役および使用人は、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす事項について

速やかに監査役または監査役会に対して報告するものとし、監査役はいつでも必要に応じて、当社およびグ
ループ会社の取締役および使用人に対して報告を求めることができる。

❷ 監査役は、経営会議等の重要会議に出席することができる。
❸「グループ会社管理規程」に基づき、グループ会社の取締役、監査役および使用人から報告を受けた者は直ち

に当社の監査役または監査役会に対して報告を行う。
❹「ヘルプライン運営規程」に、グループ会社の取締役、監査役および使用人が当社の監査役に対して直接通報

をしたこと自体による解雇その他の不利益な取扱いの禁止を明記する。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
❶ 代表取締役、会計監査人との意見交換、グループ会社からの報告聴取など監査役が必要とする情報収集なら

びに効率的な監査ができるように協力する。
❷ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用または償還の処理については、監査役の請求等に従い円滑に行い得る体制とする。
❸ 当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、一定額の予算を設ける。
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6 業務の適正を確保するための体制の運用状況に関する事項
(1) 内部統制システム全般
社長室経営企画課が「内部監査規程」および年度監査計画に基づいて、当社およびグループ会社の業務活動全

般が会社方針や事業計画に沿って、適法かつ適正に業務執行されているか内部監査を実施し、必要により業務改
善に向けた助言・勧告を行うとともに、監査結果は都度、社長・監査役会へ報告を行っております。当事業年度
は、当社およびグループ会社において７箇所の監査を実施しております。また、経理部が主体となって監査役と
連携し、内部統制システムが正常に機能しているか継続的に監視・評価・是正するためモニタリングを実施して
おります。当事業年度は、全９支店のモニタリングを実施しております。

(2) コンプライアンス体制
❶「企業行動憲章」、「倫理行動規準」を社員必携の「社員手帳」や社内ポスターに掲載し、周知徹底を図ってお

ります。
❷ 社長を委員長とする「法令遵守委員会」を毎月１回開催し、関連法令についての理解を深めるとともに、関

連法令に関する重要事項について審議・検討を行っております。また、社長室経営企画課および分掌箇所が
計画に基づき事業所をはじめ各現場をパトロールし、コンプライアンス上の観点から業務執行に不備や不具
合がないか確認し、法令遵守の推進に努めております。

❸ 内部通報制度の周知・啓蒙に努め、窓口（ヘルプライン）に寄せられた相談については、「ヘルプライン運営
規程」に基づき、適切な対応を実施しております。

(3) グループ会社の経営管理
「グループ会社管理規程」に基づき、グループ会社から定期報告を受けているほか、年１回「グループ会社連

絡会」を開催し、事業活動の状況報告やグループにおける課題について検討するなど、グループ間の円滑な意思
の疎通を図りつつ、業務の効率化と情報共有に努めております。

(4) 取締役の職務執行
❶ 当事業年度は、「取締役会」を15回、「執行役員会」を８回それぞれ開催し、各取締役は担当分野について業

務執行状況を報告しております。
❷ 「取締役会規則」に定める上程基準に則って、議案を絞って付議し、「取締役会」の実効性を高めておりま

す。
❸ 全取締役、全監査役が「取締役会」の実効性を「構成と運営」、「経営戦略と事業戦略」、「企業倫理とリスク

管理」、「業績モニタリングと経営陣の評価・報酬」、「機関投資家等との対話」の各項目についてそれぞれ評
価したものを第三者機関がとりまとめ、「取締役会」が適切に機能しているか分析・検証しております。
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(5) リスク管理体制
❶ 個別のリスクについては、社内の担当部署が規程や要領に基づき、適宜適切に対応しております。
❷ 全社的なリスク管理については、事業環境に照らし、リスクを洗い出し、その基本的な対応をまとめた「危

機管理パンフレット」、「危機行動従業員のポケットマニュアル」、「危機行動チェックリスト」を策定し、全
社に水平展開しております。

❸ 事業を取り巻く各種リスクに的確に対応できるよう、機能・権限の見直し、支店機能の拡充、専門部署の創
設、適切な人員配置などにより組織力の強化を図っております。

❹ 経営に大きな影響を及ぼす重大なリスクについては、「法令遵守委員会」はじめ各種委員会を定期的に開催
し、リスク発生の可能性の把握・予防措置の検討を行っております。経営に大きな影響を及ぼす重大なリス
ク事象が発生した際には、「リスク管理規程」に基づいて、対策本部長である代表取締役社長が関係部署を招
集し、対策本部を組成して迅速にリスク低減に向けた対応を行っております。

❺ 海外拠点の資金業務については、審査・承認部署の見直しを実施し、資金に関するリスク管理体制の強化を
図っております。

❻ 情報セキュリティについて、当事業年度は標的型攻撃メール対策の訓練を２回実施しております。また、「情
報管理規程」や「情報管理基本ルール」を制定し、その徹底のため、eラーニングによる社員教育を実施して
おります。さらに、サイバーセキュリティ対策については、監視システムを構築して常時安全な状態を確保
しております。

(6) 監査役の職務執行
❶ 監査役は、「取締役会」のほか「経営会議」、「予算会議」、「法令遵守委員会」等の社内の重要な会議に出席

し、内部統制システムの運用状況や取締役の職務執行について監視・検証をしております。
❷ 監査役と会計監査人との間で定期および随時に報告・協議が行われているほか、監査役と社外取締役との間

で定期および随時に意見・情報を交換する場を設け、監査の実効性を高めております。
❸ 管理部門の使用人を、監査役職務を補助する監査役スタッフとして任命（兼職）し、監査役の職務執行が円

滑に遂行できる体制にしております。当事業年度は、経理部および総務部から監査役補助使用人をそれぞれ
任命（兼職）し、監査役から指示された職務を執行しております。

❹ 監査役は、「監査役監査基準」、「内部統制システムに係る監査の実施基準」、「グループ会社管理規程」に基づ
き、当社およびグループ会社から定期および随時に報告を受け、監視・検証しております。



31

7 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、経営基盤の強化ならびに堅固な財務体質の構築を目指すとともに、株主の皆様に対する利益還元を経
営の重要施策として位置づけております。剰余金の配当に関しましては、長期的な視野に立ち、安定的かつ継続
的な配当を行っていくことを基本方針とし、各決算期の業績や配当性向、純資産配当率、経営環境等を総合的に
判断し決定いたします。
内部留保につきましては、将来の営業範囲の拡大・事業展開に向けた研究開発および建設用機械設備等、企業

の成長に必要な資金需要に備えつつ、余剰資金につきましては、各種リスクと収益のバランスを勘案し効率的な
運用を検討しながら、株主価値向上に努めてまいります。
当事業年度の期末配当金につきましては、前事業年度と比較し１株当たり20円増配し、普通配当120円といた

します。
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連結貸借対照表（2023年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額
(資 産 の 部)

流 動 資 産 104,316
現 金 預 金 48,944
受取手形・完成工事未収入金及び契約資産 42,545
電 子 記 録 債 権 1,792
未 成 工 事 支 出 金 9,954
材 料 貯 蔵 品 71
前 払 費 用 339
未 収 還 付 法 人 税 等 131
そ の 他 538
貸 倒 引 当 金 △ 1

固 定 資 産 42,723
有 形 固 定 資 産 21,275

建 物 ・ 構 築 物 8,224
機 械 ・ 運 搬 具 3,366
工 具 器 具 ・ 備 品 295
土 地 8,989
リ ー ス 資 産 348
建 設 仮 勘 定 53

無 形 固 定 資 産 272
借 地 権 37
リ ー ス 資 産 22
そ の 他 211

投 資 そ の 他 の 資 産 21,174
投 資 有 価 証 券 11,499
長 期 貸 付 金 259
事 業 保 険 料 1,129
繰 延 税 金 資 産 1,292
賃 貸 不 動 産 6,129
長 期 性 預 金 317
そ の 他 806
貸 倒 引 当 金 △ 259
資 産 合 計 147,039

科 目 金 額
(負 債 の 部)

流 動 負 債 38,750
支 払 手 形 ・ 工 事 未 払 金 9,879
電 子 記 録 債 務 8,916
一年内返済予定の長期借入金 968
リ ー ス 債 務 134
未 払 金 4,520
未 払 法 人 税 等 3,120
契 約 負 債 7,988
賞 与 引 当 金 1,018
役 員 賞 与 引 当 金 123
完 成 工 事 補 償 引 当 金 127
工 事 損 失 引 当 金 685
設 備 関 係 電 子 記 録 債 務 114
そ の 他 1,152

固 定 負 債 18,755
社 債 5,000
長 期 借 入 金 9,255
リ ー ス 債 務 236
退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,832
役 員 株 式 給 付 引 当 金 151
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 50
そ の 他 230
負 債 合 計 57,506

(純 資 産 の 部)
株 主 資 本 85,997
資 本 金 4,000
資 本 剰 余 金 4,917
利 益 剰 余 金 79,166
自 己 株 式 △ 2,087
その他の包括利益累計額 2,228
その他有価証券評価差額金 2,852
為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 235
退職給付に係る調整累計額 △ 388
非 支 配 株 主 持 分 1,308

純 資 産 合 計 89,533
負 債 純 資 産 合 計 147,039

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで） （単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 125,774
売 上 原 価 101,296
売 上 総 利 益 24,478
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,133
営 業 利 益 14,345
営 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金 314
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 161
固 定 資 産 賃 貸 料 378
為 替 差 益 106
受 取 保 険 金 24
保 険 返 戻 金 148
そ の 他 107 1,242
営 業 外 費 用
支 払 利 息 51
固 定 資 産 賃 貸 費 用 153
借 入 手 数 料 167
そ の 他 122 494
経 常 利 益 15,092
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 24
投 資 有 価 証 券 売 却 益 74
在外支店における送金詐欺回収益 238 336
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0
投 資 有 価 証 券 評 価 損 18 18
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 15,410
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,994
法 人 税 等 調 整 額 △ 250 4,744
当 期 純 利 益 10,666
非支配株主に帰属する当期純利益 46
親会社株主に帰属する当期純利益 10,619

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで） （単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2022 年 ４ 月 １ 日 残 高 4,000 4,917 70,456 △ 2,157 77,216

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 1,909 △ 1,909

親会社株主に帰属する当期純利益 10,619 10,619

自 己 株 式 の 取 得 △ 0 △ 0

自 己 株 式 の 処 分 70 70
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額（純額)

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 - - 8,710 69 8,780

2023 年 ３ 月 31 日 残 高 4,000 4,917 79,166 △ 2,087 85,997

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

2022 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,542 △ 267 △ 325 1,950 1,256 80,423

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 1,909

親会社株主に帰属する当期純利益 10,619

自 己 株 式 の 取 得 △ 0

自 己 株 式 の 処 分 70
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額（純額) 309 32 △ 63 277 51 329

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 309 32 △ 63 277 51 9,109

2023 年 ３ 月 31 日 残 高 2,852 △ 235 △ 388 2,228 1,308 89,533

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表（2023年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額
(資 産 の 部)

流 動 資 産 98,776
現 金 預 金 45,985
受取手形・完成工事未収入金及び契約資産 40,923
電 子 記 録 債 権 1,740
未 成 工 事 支 出 金 9,047
材 料 貯 蔵 品 27
前 払 費 用 303
短 期 貸 付 金 200
そ の 他 546

固 定 資 産 42,757
有 形 固 定 資 産 19,509

建 物 ・ 構 築 物 7,958
機 械 ・ 運 搬 具 3,198
工 具 器 具 ・ 備 品 250
土 地 7,730
リ ー ス 資 産 319
建 設 仮 勘 定 53

無 形 固 定 資 産 246
借 地 権 37
リ ー ス 資 産 22
ソ フ ト ウ エ ア 103
そ の 他 82

投 資 そ の 他 の 資 産 23,001
投 資 有 価 証 券 10,113
関 係 会 社 株 式 1,928
長 期 貸 付 金 2,130
事 業 保 険 料 998
繰 延 税 金 資 産 1,068
賃 貸 不 動 産 6,128
長 期 性 預 金 267
そ の 他 753
貸 倒 引 当 金 △ 387
資 産 合 計 141,534

科 目 金 額
(負 債 の 部)

流 動 負 債 37,625
支 払 手 形 84
電 子 記 録 債 務 9,359
工 事 未 払 金 9,036
一年内返済予定の長期借入金 948
リ ー ス 債 務 126
未 払 金 1,010
未 払 費 用 825
未 払 法 人 税 等 3,085
未 払 消 費 税 等 3,345
契 約 負 債 7,657
預 り 金 177
賞 与 引 当 金 918
役 員 賞 与 引 当 金 96
完 成 工 事 補 償 引 当 金 126
工 事 損 失 引 当 金 685
設 備 関 係 電 子 記 録 債 務 114
そ の 他 27

固 定 負 債 17,974
社 債 5,000
長 期 借 入 金 9,255
リ ー ス 債 務 215
退 職 給 付 引 当 金 3,145
長 期 預 り 保 証 金 176
役 員 株 式 給 付 引 当 金 151
そ の 他 31
負 債 合 計 55,599

(純 資 産 の 部)
株 主 資 本 83,100
資 本 金 4,000
資 本 剰 余 金 4,917

資 本 準 備 金 4,645
そ の 他 資 本 剰 余 金 271

利 益 剰 余 金 76,267
利 益 準 備 金 908
そ の 他 利 益 剰 余 金 75,359
別 途 積 立 金 30,380
繰 越 利 益 剰 余 金 44,979

自 己 株 式 △ 2,085
評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,834
その他有価証券評価差額金 2,834

純 資 産 合 計 85,934
負 債 純 資 産 合 計 141,534

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで） （単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 118,055
売 上 原 価 94,953
売 上 総 利 益 23,101
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,225
営 業 利 益 13,876
営 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金 332
固 定 資 産 賃 貸 料 377
為 替 差 益 119
受 取 保 険 金 24
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 73
保 険 返 戻 金 123
そ の 他 73 1,125
営 業 外 費 用
支 払 利 息 44
固 定 資 産 賃 貸 費 用 153
借 入 手 数 料 167
そ の 他 63 429
経 常 利 益 14,571
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 24
投 資 有 価 証 券 売 却 益 74
在外支店における送金詐欺回収益 238 337
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0
投 資 有 価 証 券 評 価 損 18
関 係 会 社 株 式 評 価 損 172 190
税 引 前 当 期 純 利 益 14,718
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,823
法 人 税 等 調 整 額 △ 294 4,528
当 期 純 利 益 10,189

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで） （単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2022 年 ４ 月 １ 日 残 高 4,000 4,645 271 4,917 908 30,380 36,699 67,987
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 1,909 △ 1,909
当 期 純 利 益 10,189 10,189
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 - - - - - - 8,279 8,279
2023 年 ３ 月 31 日 残 高 4,000 4,645 271 4,917 908 30,380 44,979 76,267

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等
合 計

2022 年 ４ 月 １ 日 残 高 △ 2,155 74,750 2,532 2,532 77,282
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 1,909 △ 1,909
当 期 純 利 益 10,189 10,189
自 己 株 式 の 取 得 △ 0 △ 0 △ 0
自 己 株 式 の 処 分 70 70 70
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） 302 302 302

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 69 8,349 302 302 8,651
2023 年 ３ 月 31 日 残 高 △ 2,085 83,100 2,834 2,834 85,934

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
太平電業株式会社
取締役会 御中

2023年５月17日

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 秋 田 秀 樹㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 忠 津 正 明㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、太平電業株式会社の2022年４月１日から2023年３月

31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、太平電業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としての
その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示

することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他

の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実

を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。



39

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する
事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、
連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において
連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切
でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続
できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書
類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査
証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人
は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した

こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため
にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
太平電業株式会社
取締役会 御中

2023年５月17日

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 秋 田 秀 樹㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 忠 津 正 明㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、太平電業株式会社の2022年４月１日から2023

年３月31日までの第83期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示

することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことに
ある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実

を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計
算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない
場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した

こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため
にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第83期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作

成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取
締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門
その他の使用人等と意思疎通を図り、インターネット等を経由した手段も活用しながら情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社・支店及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査い
たしました。また、グループ会社については、グループ会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じてグループ会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会
社及びそのグループ会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条
第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂
行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
めました。なお、監査上の主要な検討事項については会計監査人と協議を行うとともに、その実施状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事
業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年5月19日
太平電業株式会社 監査役会

常 勤 監 査 役 青 木 豊 ㊞
常 勤 監 査 役 山 村 康 憲 ㊞
社 外 監 査 役 山 田 攝 子 ㊞
社 外 監 査 役 樋 口 義 行 ㊞

以 上
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●都営新宿線
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（４番出口から）

会 場 電 話

本年は、会場が前回と異なって
おります。お間違いのないよう
ご注意下さい。


